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   抄録 

背景・目的 新型コロナウイルス感染症がパンデミック（世界的な大流行）となり、外出や人

との交流が難しくなっている。こうした状況の長期化は、閉じこもりや社会的孤立の増加につ

ながりうるが、それによる健康への弊害にはどのようなものが予想されるであろうか。本稿で

は、日本老年学的評価研究（Japan Gerontological Evaluation Study: JAGES）で蓄積され

てきた研究から、高齢者の社会的行動と健康に関する知見を概括し、新型コロナウイルス

感染症流行時の高齢者の健康の維持・向上に望ましい生活への示唆を得ることを目的とし

た。 

方法 JAGES による研究の中から、高齢者の社会的行動と健康の関連を示した 46 件の論

文（2009 年～2020 年発表）を抽出し、その知見を概括し、新型コロナウイルス感染症流行

時に可能な健康対策について考察した。 

結果 介護、認知症、転倒、うつなどを予防し、高齢者の健康を維持・向上するためには、

外出や他者との交流、運動や社会参加が重要であることが示された。それらの機会が制限

されることで、要介護、認知症、早期死亡へのリスクが高まり、また要介護状態も重症化する

ことが予測された。 

考察 社会的行動制限は感染リスクを抑えるために必要なことではあるものの、健康を損な

うデメリットもあるため、感染リスクを抑えつつ、人との交流、社会参加の機会を設ける必要が

あると考えられた。密閉、密接、密集を回避しつつ、他者との交流を続けることで、感染リス

クと将来の健康リスクが減じ得るだろう。 
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Ⅰ．背景・目的 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は世界的

な広がりをみせ、2020 年 2 月 1 日にわが国の指定感

染症 1）に、そして翌月 11 日には、World Health 

Organization によってパンデミック (世界的な大流行）

2）とされた。これに伴い、国民に対しては、1. 密閉空

間、2. 密集場所、3. 密接場面という 3 つの密を避け

るよう 3)注意喚起が行われている。高齢者は感染すれ

ば重症化しやすい 3)といわれていることからも、感染

予防は優先されるべきことである。その一方で、外出

や人との接触を控える対策が長期化すると、閉じこも

りや人との交流が減ることによる弊害も懸念される。先

行研究を踏まえると、どのような、どの程度のリスクが

予測されるのだろうか。   

そこで、わが国の高齢者を対象とした大規模疫学

調査を行ってきた日本老年学的評価研究（Japan 

Gerontological Evaluation Study: JAGES）4)において、

外出や交流、社会参加など高齢者の社会的行動と

健康の関連を示した研究の知見を概括し、新型コロ

ナウイルス感染症流行時の高齢者の健康の維持・向

上に望ましい生活への示唆を得ることを目的とした。  

 

Ⅱ．方法 

和文については医学中央雑誌、英文については

PubMedを用い、“高齢者AND社会参加AND JAGES” 

“older Japanese AND social participation” などのキ

ーワードで検索し、高齢者の行動と健康リスク、予防

効果が認められた JAGES の研究を抽出した。さらに

著者ら全員のハンドサーチにより、2009 年～2020 年

に発表された 46 件の論文を選出し、それらの知見か

ら新型コロナウイルス感染症流行時に可能な健康対

策について検討した。 

 

Ⅲ．結果 

１．高齢者の社会的行動とそのアウトカム 

表 1 に示すように、外出や他者との交流、運動や

社会参加などが介護、認知症、転倒、うつ、その他高

齢者の健康と関連があることが示された。 

まず要介護リスクでは、要介護認定になりやすい

高齢者の特徴として、「外出頻度が少ない」「歩行時

間が 1 日 30 分未満」「友人と会う頻度が月 1 回未満」

「ボランティア、趣味の会、スポーツなど自主的な会に

１つも参加していない」「仕事/家事をしていない」とい

った傾向があることが、3 年間の追跡調査 5）で示され

ていた。また別の 3 年間の追跡調査 6）においても、男

女共に「外出、買い物、料理など生活機能」が低い高

齢者は高い高齢者に比べ、男性では「園芸」、女性

では「スポーツ」をしていない高齢者は、これらをして

いる高齢者に比べ、それぞれ 3 年後に認知症を発症

するリスクが約 2 倍になると報告されている。 

さらに閉じこもり（外出頻度が「週に 1 回未満」）であ

った男性は、閉じこもりでなかった男性に比べて 2.14

倍、中程度の要介護状態が続く傾向があり、要介護

認定を受けた後により重症化の経過をたどる可能性

があることも、2年半の追跡調査 7）によって示されてい

た。 

一方、要介護状態の 1 歩手前の状態は「フレイル」

と呼ばれるが、フレイルから回復する高齢者も少なく

なく、彼らに共通する特徴として、「歩行時間 30 分/

日 以 上 」 「 手 段 的 日 常 生 活 活 動 （ instrumental 

activities of daily living:IADL）自立」「友人と会う頻度

月 1 回以上」など 15 の要因があることが、2 時点の縦

断調査 8）で明らかにされている。 

これらから、高齢者の「外出」「歩行（１日 30 分）」

「友人と会う」「運動・趣味の会など社会に参加する」と

いった行動が、要介護認定や認知症の発症に関与

しているといえるだろう。次にそれぞれの社会的行動

と健康との関連をより詳細にみてゆく。 

 

２．他者との交流 

友人と会うなど他者との交流が高齢者の健康に重

要であることはすでに述べたが、交流の仕方や頻度と

その影響についても、詳細な検討が行われていた。 

10 年間の追跡調査 9）では、友人・別居家族らと「会

う頻度（対面交流）」及び「手紙・電話・メールなどの頻

度（非対面交流）」が「毎日頻繁（週に 9 回以上）」にあ

る高齢者に比べ、「月に 1 回」未満の場合は 1.37 倍 
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表 1. 高齢者の主な行動とそのアウトカム 

要介護 2 以上に、1.45 倍認知症に、1.34 倍早期死

亡に至りやすいという結果が示されている。さらに 4

年間の追跡調査では、他者との交流が「月１～2 回

以下」の孤立高齢者はそれ以上の交流がある高齢

者に比べ、1.34 倍要介護状態へ移行しやすい 10）こ

と、女性では孤立により 1.72 倍早期死亡に至りやす

く、男性では趣味や活動に従事することができない

ことで 1.33 倍、早期死亡にも至りやすい 11）ことも報

告されている。同様に、約 4 年間の追跡調査 12）でも、

友人と「月 1 回以上」会う高齢者に対し、「めったに

会わない（年に数回以下）」男性高齢者は 1.30 倍、

「友人がいない」女性高齢者は 1.81 倍死亡リスクが

高いことが示された。  

この他、「友人に会う頻度」が「月に 1 回以上」の 

男性高齢者は、「年に数回以下」の男性高齢者に 

 

 

比べ、うつになるリスクは 4 年間で 0.66 倍 13）との報 

告もある。 

また横断研究ではあるものの、友人と「月に 1～4 

回」会う高齢者は「年に数回以下」しか会わない高 

齢者に比べ、糖尿病のリスクが 0.51 倍と半減する 

可能性 14)も指摘された。  

人との交流、特に対面交流の重要さは食事の仕

方でも明らかにされており、「誰かと食事（共食）をし

ている」高齢者に比べ、「一人暮らし」で「孤食」の男

性は 2.7 倍、女性では「一人暮らし」でも「同居」でも

「孤食」であれば 1.4 倍、うつになるリスクが高いこと

が 3 年間の追跡調査 15)で示されている。  

以上から、他者との交流が少ないこと、孤立する 

ことで、要介護、認知症、糖尿病、うつ、早期死亡な

どのリスクが高まるといえるであろう。 
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介護予防 認知症予防 うつ予防 転倒予防 その他 

外出・交流 

平井他 5） 竹田他 6) Misawa et al13)    Saito et al11) 

Saito et al7) 斉藤他 9)     Aida et al12) 

渡邉他 8)  Saito et al21)       Yokobayashi et al14) 

斉藤他 9,10) Hikichi et al35)      Tani et al15) 

Hikichi et al34)  
 

    細川他 30） 

    Hosokawa et al 31) 

    大浦他 32) 

    Ichida et al33) 
       林他 36） 

趣味・運動 Kanamori et al19) 竹田他 6) 
Misawa et al13) 

Kanamori et al16) 
Hayashi et al  18) 

 

 

グループでの 

運動 

Kanamori et al19)  Tsuji et al48) Kanamori et al16)  Hayashi et al  18,24)  

Kanamori et al26)  
 

Tsuji et al17,47) 林他 44)   

     長嶺他 49)   

社会参加 

平井他 5） Saito et al21)   Takagi et al22) 長嶺他 49)  Saito et al11) 

Takahashi et al20)  Sakamoto et al25) Saito et al39)    Takeuchi et al23) 

Kanamori et al26)  Nemoto et al29) Yamaguchi et al46) 

0 

  Jeong et al38) 

Ide et al27) Fujihara et al45) Watanabe et al50)   Koyama et al40) 

Saito et al28)     Nakagomi et al41) 

Sato et al37)        

伊藤他 42,43)        

 

社会的行動 
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３．運動をする・趣味をもつ・社会に参加する 

運動が健康を保つために重要であることは周知の

ことと思われるが、その頻度や形態と健康の関連に

着目した研究もいくつかみられた。例えば「週 2 回以

上」運動している高齢者は「運動していない」高齢者

に比べ、2 年後のうつのリスクが 0.52 倍 16)であるな

ど、うつの予防にも大きな効果があることが報告され

ている。スポーツの種目別にみると、男性ではゴルフ、

女性ではウォーキングのグループに参加している高

齢者ほど、主観的健康感が高く、うつが少なく、笑い

の頻度が豊富であるという傾向 17）も示されている。  

そして、スポーツは他者と共に行うことで、一層効

果が上がるようである。例えば、2 年後にうつになるリ

スクは、「運動していない」高齢者に比べ、「人と一緒

に」運動する高齢者で 0.53 倍、「人と一緒に」「週 2

回以上」運動すると 0.40 倍低くなる 16)という。    

また一時点の調査ではあるが、転倒リスクは「一人

で運動」している高齢者に対し、「運動していない」と

1.21 倍、「グループで運動」していると 0.75 倍 18）と

の報告もある。 

さらに「趣味がある」男性は「趣味がない」男性に

比べ、2 年後にうつであるリスクが 0.59 倍 13)との結

果もみられ、何らかの趣味をもつことがうつの予防に

貢献する可能性が指摘されている。  

これらの結果から、一人で運動や趣味をすること

自体が高齢者の健康の維持・向上に重要であるもの

の、他者と共に行うことでよりその効果が高まるとい

えるであろう。特にグループ、組織に所属したり、 地

域の活動に参加することは、一種の社会参加であり、

そうした枠組みから健康との関連をとらえた研究も多

くみられた。 

例えば要介護認定を受けるリスクは、「スポーツ組

織に参加」して「週に 1 回以上」運動をしている高齢

者に対し、「スポーツ組織に不参加」で「週に 1 回未

満」の運動では 1.65 倍、「スポーツ組織に不参加」

で「週１回以上」の運動だと 1.29 倍高くなることが、4

年間の追跡調査 19)で明らかになっている。 

 

また、何らかの社会グループに「参加していた」高

齢者は「全く参加していなかった」高齢者に比べ、

9.4 年後の要介護 2 以上の認定リスクが 0.82 倍、死

亡リスクが 0.78 倍ということも追跡調査 20)で明らかに

されている。同様に、9.4 年間の追跡調査 21)におい

て、「友人との交流がある」「地域のグループ活動に

参加している」「何らかの就労している」などの「社会

関係がある」高齢者は、「社会関係がない」高齢者に

比べ、認知症発症リスクが 11％～17％低く、2 種類

以上の社会関係を持つ人はそうでない人に比べ、

発症リスクが 46％減少する可能性も指摘された。そ

して、社会参加を多く行っている女性はあまり社会

参加を行っていない女性と比べ、うつになる確率が

0.53 倍と半減することも 3 年間の縦断研究 22）で示さ

れていた。 

他に横断研究ではあるが、「社会参加している」高

齢者は「社会参加していない」高齢者に比べ、歯の

本数が 1.3 倍多いこと 23)、スポーツ組織に「週 1 回

以上参加」している高齢者は、「不参加」の高齢者と

比べ転倒歴が 0.82 倍であり、参加頻度が多いほど

転倒歴は少ないこと 24)、また社会活動の参加種類数

が多いほど認知機能が高いこと 25）も報告されている。  

実際、社会参加がない高齢者に比べ、1 種類の

社会参加で 4 年後に要介護になるリスクは 17％減、

2 種類で 28％減、3 種類以上で 43％減と、種類が

増えるほど要介護になるリスクが低くなる 26）という。

特にスポーツの会に参加している高齢者は不参加

の高齢者に比べ、要介護認定を受ける確率が 34％

低い 26）など、その予防効果は大きいようである。こう

したことは都市・農村でも変わりなくみられ、いずれ

の地域でも就労、スポーツ・趣味グループ参加群は

非参加群に比べ、要介護リスクが 10～24%少ないと

いう結果も 4 年間の追跡調査 27)で示された。 

加えて、スポーツの会や趣味の会に「週 1 回以上」

参加していた高齢者は、「全く参加していない」高齢

者に比べ、調査後 11 年間の要介護期間は短く、 

介護費用累計も一人当たり 35～61 万円低くなる 28) 

 

など、社会参加によってもたらされる経済効果も指摘
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されている。 

このような社会参加はより積極的に関わることで、

その効果も異なるようである。例えば前期高齢者に

おいて、「役割（会長、世話役、会計等）なし」で「社

会参加している」高齢者を基準とした場合の認知症

発症リスクは、「社会参加していない」と 1.22 倍、「役

割あり」で「社会参加している」と 0.81 倍であることが

10 年間の追跡調査 29)で明らかになっている。 

 

４．高齢者の交流の場で活動し、交流する 

地域づくり、要介護予防を目的として、全国各地

で高齢者の交流の場が作られている。名称は統一さ

れていないものの、こうした交流の場が高齢者の健

康に及ぼす影響についても研究が進められている。 

「健康交流の家」の開設前と 1 年後の変化をみた

調査では、歩く（44.4％）、外出（47.1％） 、会話

（62.2％）、趣味の会への参加（30.6％）、スポーツの

会への参加（23.7％）など様々な機会が増え、こうし

た健康行動が増加した高齢者は主観的健康感が良

くなる割合も有意に高かった 30)という。また、「健康交

流の家」を「週に 1 回以上」利用している高齢者は

「週 1 回未満」の高齢者に比べ、スポーツの会に参

加する機会が 5.9 倍、ボランティアの会に参加する

機会が 4.2 倍増加し、手段的自立（掃除や食事の準

備などいわゆる家事ができる能力）は 1.2 倍、知的能

動性（創作や余暇活動などの知的な活動ができる能

力）は 1.3 倍維持・改善した 31)との結果もみられた。 

一方、「憩いのサロン」では、参加前後の 1 年間で

サロンが主要な健康関連情報の授受の場となったこ

と、参加者の約 6 割が健康情報が増えたと感じ 

ていること 32）が報告されている。また同サロン参加者

は非参加者に比べ、2 年後に主観的健康感が良い

という高齢者が 2.5 倍多く 33)、開設から 5 年の観察

期間に 3 回以上参加した高齢者は、参加が 2 回以

下の高齢者に比べ、要介護認定を受けるリスク 

 

が 0.5 倍と半減し 34）、年 4 回以上の参加で 7 年後

の認知症の発症リスクが 0.7 倍と、30％減少 35)する

ことも明らかになっている。この年に数回の参加でも

差が見られた理由として、「通いの場」の参加後に別

の社会参加が増えた高齢者は 65.2％、そして参加

年数が長い人ほど他の社会参加も増加し、その 9 割

以上が健康について意識するようになるなど心理面

で望ましい変化みられたことが、横断研究による結

果 36）から推定される。 

また 81 市町村を対象とした縦断研究 37) により、

「通いの場」などの地域介護予防活動支援事業が高

齢者百人当たり１回実施されると、フレイル・リスクが

11％低下する可能性があるとの報告もみられた。 

 

５．社会参加が活発な地域で得られる恩恵 

これまでは高齢者個人の行動に焦点を当ててき

たが、こうした一人一人の行動が地域全体に及ぼす

影響、つまりその地域に住む社会参加をしていない

高齢者にも恩恵をもたらす可能性についても、これ

までの研究から明らかになっている。 

例えば一時点の調査ではあるものの、社会参加を

する高齢者が多い地域では、本人の参加の有無に

関わらず、もの忘れのある人が少なく 38）、主観的健

康が良好で抑うつが少なく 39）、歯の喪失リスクも少な

く 40)、高血圧も少なく 41)、介護認定率が低い傾向

42,43)がみられ、さらにスポーツ組織への参加割合が

高い小学校区ほど転倒率が低い 44)ことが報告され

ている。 

縦断研究でも同様に、社会参加が多い地域では、

3 年後の IADL が低下するリスク、すなわち認知症の

リスクが 10％減少 45)していた。さらに参加割合が 6％

増加すると、その後 3 年間で抑うつ傾向になる高齢

者が男性で 7％、女性で 6％減少する 46)可能性が指

摘されている。他にも、地域で運動グループに月 1

回以上参加する高齢者が 10％増加すれば、その人

自身が参加しているか否かに関わらず、地域の高齢

者全体の抑うつ発症リスクが 2 年間で男 

性で 11％、女性で 4％減少 47)し、さらに高齢者全 

 

体の認知機能低下のリスクが 6 年間で 8％減少した

48)という。 

そして、歩行者割合が高い市町村は転倒者割合 
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が低く、3 年間で歩行者割合が増加した市町村ほど

転倒者割合が減少 49）し、5 年間のうちに社会参加す

る高齢者が 10％増加した市区町では、地域全体の

抑うつ割合が 3％減少した 50)ことも報告されている。 

 

Ⅳ．考察 

46 件の JAGES の研究から、高齢者における外出

や歩行、人との交流、社会参加といった行動が、介

護、認知症、転倒、うつ、高血圧、歯の喪失、糖尿病、

もの忘れ、死亡等のリスクを減少し、主観的健康を高

め、地域全体の高齢者の健康を向上する可能性が

あることが示された。また社会参加は地域全体にも

波及効果をもたらし、社会参加していない高齢者を

も含めた地域全体の健康の向上にも貢献し、介護費

用を減じ得ると考えられる。 

また、通いの場やサロンといった地域の高齢者の

交流の場に参加することで、他の社会活動も活発化

し、健康に関する情報の授受や望ましい健康行動が

促され、精神的健康や認知症、要介護認定に予防

的効果がみられていた。 

一方で、週 1 日も外出することがなく閉じこもり、他

者と交流する機会、社会参加の機会がなく孤立状態

となれば、うつ、要介護、認知症、早期死亡へのリス

クが高まり、また要介護状態も重症化する可能性が

生じる。これは新型コロナウイルス感染症流行下で、

行動が制限されることによって生じるリスクであるとも

考えられる。  

以上から、外出や人との交流、グループ活動など

への参加を控えることは、感染リスクを抑えるために

必要なことではあるものの、そのメリットだけでは決し

てないことに留意する必要があるといえよう。 

結果で示されたように、閉じこもりや社会的孤立状

態による健康への影響は数週間で生じる可能性もあ

り、健康を損なうデメリットも確実に存在するため、 

 

感染リスクを抑えつつ、社会参加の機会を増やす方

法を考える必要がある。 

具体的には、歩行時間や外出機会を確保するこ

とが重要である。新型コロナウイルス感染症対策専

門家会議でも、一人や限られた人数での散歩などは

感染リスクが低い行動であるとされている。 

また、他者との交流が週 1 回未満、つまり社会的

孤立状態となることを避けることが重要である。屋外

で 2m 以上離れ、互いにマスクをして飛沫が付かな

いようにすれば、感染リスクは低減するだろう。外出

が許されない状況であれば、電話、メール、インター

ネット、手紙などを使い、取り敢えず人との交流を維

持することが望まれる。近年は 70 代でも 46.7％と約

半数がインターネットを使用し、そのうちソーシャル

ネットワーキングサービス（SNS）を利用する高齢者

は 60 代で 30.7％、70 代で 16.5％と一定数存在し、

1 年間で数％増えている 51)。そのため、高齢者であ

ってこうした方法も活用可能と思われる。 

感染流行がピークを越す時期には密閉空間を作

らないよう十分に換気をした室内で、人と交流するこ

とも可能と思われる。ただし、人と人の距離を 2m 程

度開けるなど密接しないように、またウイルスが付い

ている可能性のある場所を触れたときには手洗いや

消毒をするなど接触感染に留意する必要がある。   

さらに対面ではなく横並びで、おしゃべりを控えめ

にすることを意識して誰かと共に食事をする機会を

作れば、孤食による健康リスクも軽減できるだろう。  

このように可能な範囲で対面・非対面による交流

を試みれば、孤立や閉じこもりに至らず、将来的なう

つ、認知症、要介護、早期死亡のリスクも、そして新

型コロナウイルス感染のリスクも低く抑えることができ

るのではないだろうか。 

 

Ⅴ．結論 

これまで蓄積されてきた JAGES の研究から、新

型コロナウイルス感染症流行時に外出、人との交流、

社会参加が長期間制限されることにより、高齢者のう

つ、認知症、要介護及びその後の重症化、早期 

 

死亡のリスクが高まることが予想された。こうした将来

的なリスクも考慮した上で、感染症対策を講じる必要

がある。電話やメール、距離を保ちながらの交流、換

気を徹底した場所での交流など、密を避けながら交
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流を続けることで、感染リスクも将来的な健康リスクも

抑制することが可能であろう。 
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